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ニッポン・ニュー・マーケット－「ヘラクレス」  

平成 22 年 7月 13 日 

各      位 

本店所在地 東京都港区東新橋二丁目 4番 1号 

会 社 名   株式会社Ｔ＆Ｃホールディングス 

代表者名   代表取締役 田中茂樹 

（コード番号 3832） 

問合せ先   業務部長  山本正 

（TEL．03－5425－7013） 

 

平成 22 年 11 月期 第 2四半期連結累計期間業績と前年同期実績との差異 

及び関係会社株式売却損益の額の確定に関するお知らせ 

 

 平成 22 年 11 月期第 2四半期連結累計期間（平成 21 年 12 月 1日から平成 22 年 5 月 31 日）における当社

の業績について、前年同期実績と比較して下記の通り差異が生じることが予想され、あわせて平成 21 年 10

月 15 日及び平成 22 年 3 月 2 日に開示いたしました「特定子会社の異動に関するお知らせ」ならびに平成

22 年 5 月 6 日に開示いたしました「持分法適用会社の異動（適用除外）に関するお知らせ」において未定

でありました譲渡損益の額が確定いたしましたので、下記の通りお知らせいたします。 

 

記 

 

１． 平成 22 年 11 月期第 2四半期業績見込と前年同期実績との差異 

（１）連結業績の差異 

（単位：百万円，％） 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり
当期純利益

前 年 同 期 実 績（Ａ） 
(平成 21 年 11 月期第 2四半期） 

590 △105 △160 △138 
円 銭 

△9,369.38

当 期 業 績 見 込（Ｂ） 
(平成 22 年 11 月期第 2四半期） 

445 △72 △127 28 1,957.99

増  減  額          （Ｂ－Ａ） △145 33 33 166 11,327.37

増 減 率            （％） △24.6 － － － －

 

 

２． 差異が生じた理由 

（１）連結業績 

当第 2四半期連結累計期間において当社グループでは、既存の投資情報コンテンツの内容の充実

に取組みつつ、競合他社とのサービスの差別化を図るための新規コンテンツの開発、取引先金融機

関等の投資情報に対するニーズを適切に捉えるためのマーケティング活動や、顧客基盤の拡大を図

るための営業活動を積極的に行なってまいりました。その結果、クオリティの高い投資情報の採用

に積極的な金融機関からの引き合いが出始めるなど、当社グループを取巻く環境にも徐々に改善の

兆しが見え始めております。しかしながら、業績の本格的な回復までは至っておらず、当第 2四半

期連結累計期間における業績は低迷を余儀なくされました。 
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売上高につきましては、中国本土における金融機関への金融データベース･金融情報ターミナル

の提供を行っていた Financial China Information & Technology Co., Ltd. の持分譲渡が完了し、

平成 22 年 3 月に連結から除外したため、売上高減少の要因となりました。また、国内における投

資情報提供事業では、個人投資家による中国市場への関心の高まりや証券会社が積極的に中国株の

営業に取組み始めたことなどにより、中国株情報提供の売上は好調に推移しました。一方で金融機

関によるコスト削減などの影響により日本株の投資情報に対する投資意欲が依然として盛り上が

りに欠けること、また、外国為替証拠金取引業者に対する規制強化の動き等から、日本株、為替・

国際金融の投資情報提供の売上は前年同期実績を下回る結果となりました。金融アドバイザリー事

業においては、ファンド管理業務を業務の中心として行ってきた事から、ファンド契約残高の減少

により売上は前年同期実績比で減少いたしました。以上の結果、売上高は前年同期実績比 145 百万

円減少の 445 百万円となる見込みであります。 

損益につきましては、グループ全体において実施した経費削減策が奏功し、売上原価、販売費及

び一般管理費は、各々前年同期実績比 76 百万円、100 百万円の減少となりました。この結果、上

記売上高の減収分が相殺され、営業損失･経常損失はともに前年同期実績比 33 百万円の減少となる

見込であります。四半期純利益につきましては、特別損失として関係会社株式売却損 111 百万円、

貸倒引当金繰入 33 百万円を、繰延税金資産の戻入れにより法人税等調整額 116 百万円等を計上い

たしましたが、特別利益として関係会社株式売却益 424 百万円を計上したことから、28 百万円と

なる見込であります。（前年同期実績は四半期純損失 138 百万円）。 

 

 

３． 関係会社株式売却損益について 

 平成 21 年 10 月 15 日及び平成 22年 3 月 2日に開示いたしました「特定子会社の異動に関するお知ら

せ」にて未確定でありました当社連結子会社であった Financial China Information & Technology Co., 

Ltd. の売却益の金額、および平成 22 年 5 月 6日に開示いたしました「持分法適用会社の異動（適用除

外）に関するお知らせ」において未確定でありました持分法適用関連会社であった NextVIEW Pte Ltd 株

式売却により生じた売却損の金額が確定しましたので、お知らせいたします。 

（1）Financial China Information & Technology Co., Ltd. の売却益の額 

 （連結） 関係会社株式売却益 424 百万円 

 （単体） 関係会社株式売却益 377 百万円 

（2）NextVIEW Pte Ltd 売却損の額 

 （連結） 関係会社株式売却損 111 百万円 

 （単体） 関係会社株式売却損 255 百万円 

以  上 
 

（当資料取扱い上のご注意） 
本リリース記載の将来の業績見通しに関する事項については、本資料発表日現在において入手可能な情報に

基づき作成したものであり、実際は今後さまざまな要因によって記載内容と異なる場合があります。 


